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20180416SDR 
 

2018 年 4 月 9 日 1 時 32 分頃に発生した島根県西部地震 M6.1、h12km について 
 

中村 豊（SDR） 
 

1.はじめに 
表記地震に関して、各地のリアルタイム震度（弊社特許技術）の変動状況や早期警報シミ

ュレーション結果と緊急地震速報との比較、震源推定の結果などを述べる。 
 
2.各地のリアルタイム震度の変動状況 
図 1 に強震記録を用いて算出した各地のリアルタイム震度の変動状況を示すとともに、地

震発生時（震源時）や緊急地震速報の発令時などを示した。また、FREQL による P 波警報

時間などを記録に基づいてシミュレーションした結果も示す。 
 
気象庁によると、高度利用者向けの緊急地震速報第 1 報が発令されたのは、美郷検知点で

地震を検知した午前 1 時 32 分 34.3 秒から 3.0 秒経過した 37.3 秒であり、一般向けの緊急

地震速報（警報）である第 3 報が発令されたのは、検知から 5.9 秒後の 40.2 秒であった。

リアルタイム震度の時間的変化の状況をみると、気象庁で最初に地震を検知した美郷検知

点では、緊急地震速報第 1 報発令時点で、すでに S 波が到来して震度 4 を越えて上昇中で

あり、一般への緊急地震速報（警報）発令時点では最大震度 5 弱を過ぎて収束に向かい始

めたところである。さらに震央に近いところにある防災科学技術研究所の強震観測点であ

る K-NET 大田、K-NET 邑智、KiK-net 邑智および KiK-net 佐田では、第 1 報発令時点で

すでに震度 4～震度 5 強となっている。警報発令時点ではこれらの地点すべてで最大震度を

過ぎて収束に向かっている。 
 
気象庁は新たに開発した PLUM 法なる方法で震度を予測しているとのことであるが、第 1
報は“観測”結果よりも遅い“予測”になっているし、38.6 秒に出された緊急地震速報第 2
報では“予測震度なし”となっている。しかし、この時点で地震を検知した美郷検知点で

は震度 5 弱が“観測”されている。いったい何を予測しているのだろうか。 
 
緊急地震速報の動作状況をまとめると、関係情報が発令された時には、被害の可能性のあ

る震央地域では、主要動はすでに始まっているか、収束に向かっているところであること

が今回も確認されたということである。一連の熊本地震などこれまでの地震でも同様の事

態となっており、何等の改善もみられない。被害地域で揺れに先行できたことは東北地方

太平洋沖地震（以下 311 地震と称す）の他にはない。7 年前の 311 地震は唯一の例外であ
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るが、この時でさえ、この情報が防災に役立った具体事例は報告されていない。どういう

ことなのだろうか。 
 
一方 FREQL シミュレーションによれば、震度 4 以上になるおそれがあるという警報は、

美郷検知点では地震を検知して 0.6 秒後の 34.9 秒に出されると想定される。S 波到来まで 2
秒弱、最大動まで 4 秒弱である。防災科学技術研究所の強震観測点もリアルタイムで使え

るのであれば、この地震を最初に検知した 33.4 秒の 0.3 秒後の 33.7 秒に最初の FREQL 警

報が出されることになる。いま試験中の新しい警報手法によれば、P 波検知とほぼ同時に的

確な警報が出せると期待される。しかし、これでも震央地域では、S 波到来までに 2 秒程度、

最大動までに 4 秒程度の時間しかない。ただ、人間が地震を感じない時にいち早く警報を

出すことができるし、この警報情報を地域で共有すれば、より長い時間が稼げることにな

る。このためには、緊急地震速報関係の法律を撤廃するか、改正する必要があると思うが・・・。 
 
図 2 に、解析に用いた 11 地点の地震検知時間や警報時間などをまとめて示す。縦軸は午前

1 時 32 分からの経過時間、横軸は震央距離（km）である。緊急地震速報はせいぜい 20km
以遠で大きな揺れに先行できるが、高度向けでも被害域である 10km 圏内では最大動直前

でしかない。つまり多くの人が強い揺れを感じた後である。一般向けの緊急地震速報（警

報）では 20km 圏内で最大動にも先行できない。つまり被災した後にしか警報できないと

いうことである。 
 
以上は、情報発信後、ただちに受信できた時の話であって、実際には情報伝達時間分だけ

さらに遅れることになる。これまで、情報伝達時間がどれくらいのものかよくわかってい

ない。311 地震の時には、テレビ受信の遅れは概ね 5 秒であった。また携帯電話の受信は、

通信会社によって異なるが、概ね 5 秒から 10 秒であった。現在はテレビの放送形式は全く

変わっており、またスマートホンや現在の携帯電話を含めて、情報の伝達遅れの現状につ

いてはよくわかっていない。 
 
そんな中、NHK 松江放送局の斎康敬アナウンサーの興味ある体験情報がある。地震時自宅

にいた斎氏は直ちに NHK 松江放送局に出向き、緊急放送に出演して以下の内容の地震の体

験を話した。「自宅で寝付いたときに地震が発生した。突き上げるような上下動の後、横揺

れが 10 秒ほど続いてから、携帯電話の緊急地震速報がなった。」 
 
これは、緊急地震速報と揺れとの関係を実際に体感した貴重な経験談である。気象庁が管

理する松江検知点は NHK 松江放送局から 1km～2km の距離にあり、震央から 50km 程度

離れている。放送局は海岸に近く、検知点よりも地震動が大きく増幅されている可能性が

あるが、NHK の斎アナウンサーが感じた地震動の時間的変遷は、概ね松江検知点のものと
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類似していると考えられる。図 1 をみると、松江に P 波が到来するのは緊急地震速報（警

報）の直前であり、発令と同時の受信であれば、ほとんど地震を感じない時点であったは

ずである。現実には、伝送時間などの時間遅れがあるが、この体験談からおおまかに推定

することができる。斎アナウンサーによれば、横揺れが 10 秒続いた後に緊急地震速報を受

け取ったとのことである。図 1 によると、松江検知点では震度 3 の横揺れは約 47 秒から

57 秒くらいまで続いているので、緊急地震速報を受け取ったのはこの後ということになる。

つまり、早くても 57 秒ということで、発信から受信まで 17 秒以上（！）ということであ

る。少し遅すぎる感はあるが…。松江は震央から 50km ほど離れており、M6 程度の地震の

想定被害範囲（概ね震央を中心に半径 10km の円内）よりかなり外側で被害の可能性はな

い。しかし、情報伝達時間は場所によりそれほど大きく変化しないであろうから、少なく

とも NHK アナウンサーが使っている通信会社の携帯電話では 57 秒に緊急地震速報（警報）

を受信したと考えられる。これでは、何のための警報かわからないのではないか。 
 
この時、震央域では地震動は収まりかけており、余震による横揺れが始まっている。この

余震に対する警報と勘違いしてもおかしくない状況で、いたずらに人心を惑わす情報にな

ってしまう可能性もある。こんな情報が防災情報としてまかり通っている現状は是正する

必要があると思うのだが…。 
 
少なくとも、発信した情報がどのくらいの遅れを持って受信されるのか、その実態を調査

して公表する責務が気象庁にはあるのではないだろうか。 
 
3.震源推定 
これまで、いくつかの地震で、どの程度迅速に震源が推定できるか、また最大震度の放射

源（以後 Max 震源という）が推定できるか等について強震記録を用いてチェックしている。

具体的には、図 1 に示したリアルタイム震度の時間変動図から P 波初動や S 波初動、最大

震度発現時などを読み取り(表 1)、最小二乗法で震源推定を行っている。震源時、波動伝播

速度および震源座標の 5 つの未知量を決定するには最低 5 地点での波動到達時間が必要と

なる。 
 
ここでは、P 波伝播速度を 6km/s と仮定して、P 波検知時刻をもっとも早い検知点から順

に 5 つを選んで、震源（いわゆる破壊開始点）を推定した。同様に S 波伝播速度を 4km/s
と仮定して、S 波検知時刻をもっとも早い検知点から順に 5 つを選んで、震源（いわゆる破

壊開始点）を推定した。最後に、リアルタイム震度が最大となる時刻をここでの解析に用

いた 11 観測点について読み取り、S 波の伝播速度を仮定して、Max 震源を推定した（表 2）。
以上の算定の際、解が収束しなかった時は伝播速度を 0.1km/s ずつ小さくして収束解を求

めた。 
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その結果を図 3 に示す。これによると、防災科研の強震観測と気象庁管理の検知点を併せ

た最初の 5 地点による震源は気象庁の暫定震源とほぼ一致し、防災科研のみの最初の 5 地

点による震源は深さで 2km 程度、震央位置で 400ｍ程度、暫定震源と異なっているが、気

象庁による速報震央の分解能よりははるかによい。我々の推定は、地震検知後 0.9 秒から

1.5 秒後には終了している。気象庁が地震を“検知”した直後にはほぼ正しい震源が推定で

きていることになる。 
 
最初の 5 地点の S 波検知時刻だけを使って同様に震源を推定してみると、伝播速度 3.5km/s
で解が収束し、P 波検知時刻だけを使った場合と 1km 程度の違いで震源が求められている。

このことからも推定震源の位置が妥当であると判断される。 
 
さらに Max 震源については、11 地点の最大リアルタイム震度発現時を使って、伝播速度

3.5km/s として、震源の南東 4km ほどの位置に求められている。これらの震央位置を、図

4に示し、さらに気象庁の余震分布に重ねて図示してみたものが図5である。これによると、

Max 震源は気象庁による余震分布の南東端に位置しており妥当な結果であることが推測さ

れる。Max 震源は地震検知後 30 秒までには推定可能であったと推測され、断層破壊がどの

ように進んだかをほぼリアルタイムに想定でき、被害地域の特定に役立つ情報として期待

される。 
 
3.おわりに 
NHK 松江放送局の斎アナウンサーの体験談から、気象庁の HP で示されている緊急地震速

報が間に合った地域というのは非常に条件がいい場合のもので、実際とはかなり異なると

いうことが明らかとなった。携帯電話やスマートホン、テレビなどで緊急地震速報情報が

表示されるまでの情報伝達時間を、調査して公表する責務が気象庁にはあると思う。早急

にお願いしたい。それでなくとも、発信時間が遅く、被害発生が懸念される震央域には間

に合わない緊急地震速報である。緊急地震速報の有無にかかわらず地震を感じたらすぐさ

ま対応行動をとることが重要ということが改めて認識された。緊急地震速報は全く無用の

長物で税金の無駄遣いそのものであるだけでなく、多くの学校や企業に無駄な浪費を強い

るものでしかないという重い現実を直視する必要がある。 
震源推定についていえば、いくつかの地震に対するテストの結果、地震検知後数秒で破壊

開始点はほぼ正確に推定できることがわかった。さらに最大震度の放射源も 30 秒程度で判

明すると期待される。これらは緊急救援のための重要な支援情報になりうる可能性があり、

地震後しばらくは 10km 単位の震源情報しかない現状では、無用な規制をできるだけ早く

撤廃して、能力を持った機関が積極的に情報発信できる状況を整える必要がある。 
以上 
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図 1 各地のリアルタイム震度の変動状況と警報タイミングほか 
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緊急地震速報（警報）発信 

緊急地震速報第一報発信 

気象庁地震検知（美郷） 

最初の FREQL 警報（シミュレーション） 
想定被害範囲 

図2 解析11地点でのP波検知時刻や警報時間など 
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図 3 推定震央（P波と S波による震源、Max 震源） 

図 3 地震観測点と推定震央位置（＋SDR と×JMA、数字は深さ） 
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図 3 推定震央と気象庁による余震分布の比較 

表 2 


